
1

公益財団法人東京財団政策研究所 主席研究員

平沼 光

Hikaru Hiranuma Ph.D

2023年8月28日

エネルギーとのセクターカップリングでEV普及を



2

日本の部門別二酸化炭素排出量（2021年度）

出典：環境省「2021年度温室効果ガス排出・吸収量（確報値）概要」



3出典：IEA “A 10-Point Plan to Cut Oil Use” https://www.iea.org/reports/a-10-point-plan-to-cut-oil-use

IEA “A 10-Point Plan to Cut Oil Use”を公表（2022年3月）



4出典：環境省HP「企業の脱炭素経営への取組状況」 http://www.env.go.jp/earth/datsutansokeiei.html

求められる企業の脱炭素経営
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プライム市場におけるTCFD提言に基づく開示要請

出典：環境省「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド 2021年度版～」2022年3月
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Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

サプライチェーン排出量

事業者自らの排出だけでなく、事業活動に関係するあらゆる排出を合計した排出量を指す。
つまり、原材料調達・製造・物流・販売・廃棄など、一連の流れ全体から発生する温室効果ガス排出量のこと。
サプライチェーン排出量＝Scope1排出量+Scope2排出量+Scope3排出量

出典：環境省HP「グリーンバリューチェーンプラットフォーム」 https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html#no00 に加筆

重要となる再生可能エネルギーの調達

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html#no00
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電気自動車（BEV)の国・地域別年間販売台数推移

出典：IEA “Global EV Outlook 2022” https://www.iea.org/reports/global-ev-outlook-2022/trends-in-electric-light-duty-vehicles#abstract をもとに作成
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蓄電池の国別・メーカー別のシェア推移

出典：経済産業省「蓄電池産業の現状と課題について」2021年11月18日
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「1 日の走行距離の頻度は、概ね、 50km 以下が日常的であり、50～100km が月数回から年数回、100km～200km 
も年数回程度が多いという傾向が見られる。また、電気自動車の航続距離を越える200km 以上が全く無いという
層は約１/3 強（35.5％）見られる。但し、但し200km以上を年数回以上という層も約3割弱（28.3）あり、この層への
普及には長距離走行への対応が必要と考えられる。」

自動車の利用者および今後自動車の利用を希望する人を対象に行ったEVを巡る認識についてのアンケート調査結果

（2011年1月実施、回答者数1102 名）

出典：資源エネルギー庁委託調査事業「平成２２年度石油産業体制等調査研究（次世代ＳＳに関する市場動向等調査） 」報告書 2011年 2月 

EVの航続距離と車両性能

EV車両価格や車両性能の変化

「◆一例として、日産リーフXで比較すると、フルモデルチェンジした2010年モデルと2017年モデルでは、価格の変化
は358.5万円から325.3万円となっている。

◆同時に、車両性能は大きく向上。例えば、バッテリー容量は約1.6倍、航続距離は約1.8倍（320km）に。
航続距離あたりの車両価格で比較すると2.2万円から1.0万円と半額以下に低下。

◆ 加えて、衝突被害軽減ブレーキなど、安全面や快適性の面でも車両機能が向上」

出典：経済産業省製造産業局 自動車課「クリーンエネルギー自動車導入促進補助金について」令和４年６月

50 km 以下という日常走行には十分であり、200km 以上も対応が可能で、尚且つ価格も下がってきている

https://warp.da.ndl.go.jp/collections/info:ndljp/pid/3196221/www.meti.go.jp/report/downloadfiles/11609b02_00j.pdf

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/review2022/kokai/overview4.pdf
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パワートレインによる中型車のライフサイクルGHG排出量の比較（2018年）

出典：ＩＥＡ “Global EV Outlook 2019” に加筆 https://iea.blob.core.windows.net/assets/7d7e049e-ce64-4c3f-8f23-6e2f529f31a8/Global_EV_Outlook_2019.pdf

バッテリー容量増
（航続距離200km増）

燃料等の消費

原料からの燃料製造

バッテリー製造
（航続距離200km）

車両の製造・廃棄・
リサイクル

車両の部品・液体等

変動幅

エンジン車

EV蓄電池のリサイクルの促進、および再エネ電力の普及拡大によりさらにCO2の排出を削減できる。
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電気自動車（EV）を活用したV2G（Vehicle to Grid）による
モビリティーとエネルギーシステムの融合（セクターカップリング）

￥

2018年3月、ジュネーブモーターショーにおける日産ヨーロッパ会長のコメントでは、独電力大手EON社と提携しV2GでEV
を電力系統に融合し、系統安定化の役割を担わせることで、コストフリーの電力をEVユーザーに供給することが究極の
目的としている 。

V2G

電力系統安定化報酬
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出典：NEDO「ケーススタディ：ハワイ州マウイ島における日米スマートグリッド実証」（2017）

実証成果例

風力発電：72MW 
家庭用PV：93.7MW（2016年12月）
電気自動車（EV）：約750台（2016年12月）

再エネ、EV導入状況

EV充電制御による再エネ有効活用
・系統需給バランスの予測に基づくスケジュール充電に
  よるロードシフト技術の獲得を目標に実施。
・系統ピーク時間帯にEV充電もピークとなっていたのを、

EVユーザの利便性を損なうことなく、風力発電の余剰
が生じやすい夜間へロードシフトすることを確認。

EVを活用したダックカーブ対策
・EVからの放電、日中のPV発電吸収に対応したバー
チャルパワープラント（VPP）技術の獲得を目標に実施。
・系統ピーク時間帯にはEV充電抑制だけでなく放電
  も行われること、また日中には充電が行われ、「ダック
カーブ問題」の緩和にEVが貢献し得ることを確認。

出典：日立製作所「NEDOハワイにおけるV2G実証成果のご報告 ~ JUMPSmartMaui ~」
2017年10月6日

ハワイで実施したV2G実証実験（Jump Smart Maui Project, 2011 to 2016）の成果
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EV普及＋再エネ普及＝グリーン水素の普及拡大＝燃料電池車（FCV）の普及促進

出典：経済産業省「水素・アンモニアを取り巻く現状と 今後の検討の方向性」令和４年３月29日に加筆 https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/001.html

P2G
Power to Gas

グリーン水素
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日本のV2G実証実験の概要（2019年度VPP実証事業）

出典：資源エネルギー庁 「逆潮流アグリゲーションの調整力としての活用」経産省第10回 エネルギー・リソース・アグリゲーショ
ン・ビジネス検討会 資料7,令和元年10月4日

■車の利用状況をみると常時すべての車が走行状態である
わけではなく市中の自動車の約9割は駐車状態。駐車充
電中のEVを活用しV2Gを行うことが可能。

■EVの普及により揚水発電を上回る大規模ストレージとなる
可能性があるとする一般送配電事業者の専門家の指摘もあ
る。（2022年3月の電力危機では揚水発電が活躍した）

■日本の乗用車の約10%がEVになれば再エネ100％の需給
変動を制御する調整力を供給できるとする自動車メー
カーの試算もある。（乗用車台数7634万台（2017年11月)）

■現在日本の保有車すべてをEVにした場合、必要な電力
需要はおよそ日本の電力使用量の約10％に相当すると
いう試算があるが、これまでのEV走行・充電状況からみて
すべての車が同時一斉に充電を行うことは考えにくい。

■また、充電をIOE（DRなど）でマネジメントをすることで、
電力需要が少ないタイミングでの充電を促すことが可能。

■ガソリン車とくらべEVは蓄電池製造におけるCO2排出量が
発生するが、蓄電池のリサイクル(Recycle)、リユース(Reuse)、
リファブリケイト(Refabricate)、リセール(Resale)の４Rを促進
することで全体としてのCO2排出を削減できる。

■EVを活用したV2Gを実施することで調整力となり、再エネの
普及効果があることもEVのCO2削減効果として評価される。

エネルギーシステムとしてのEV（V2G）

・デンマークではすでに2016年8月からV2Gの商業運転を開始
・イギリスでは容量市場でのV2Gの活用の議論も始まっている
・一方、日本は実証すれど実装せずの状況が続いている



15

EU理事会（閣僚理事会）と欧州議会は2022年12月9日、バッテリー指令にお

ける電池および廃棄電池の規則を大幅に改正することで暫定的な合意に達
したことを発表。
改正内容では、EV蓄電池を含めEU域内で販売される全てのバッテリーを対

象にして、蓄電池製造におけるリサイクル資源の最低使用割合などが定めら
れている。
EV蓄電池のリサイクル資源の使用率については、コバルト16％、鉛85％、
リチウム・ニッケル各6％の使用率が設定される。

EU理事会 バッテリー指令における電池および廃棄電池の規則の改正に合意

出典： Council of the EU Press release “Council and Parliament strike provisional deal to create a sustainable life cycle for batteries” 9 December 2022

資源を循環利用するサーキュラーエコノミーの構築が急務
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EU 第二次サーキュラーエコノミー行動計画

DPP：デジタルプロダクトパスポートによる
トレーサビリティの確保が求められる。
（2020年3月）

サーキュラーエコノミーとV2Gを実践するルノー社の“Re-FACTORY”

電池メーカー
と提携
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■異次元エネルギーショックに対応するには運輸部門の電動化（EV、FCV等）は必須

■EVの普及拡大は再生可能エネルギーの普及拡大、グリーン水素と燃料電池車（FCV）の
普及拡大のためにも重要（⇒V2G、P2G）

■運輸部門の電動化はクリーンエネルギーの核といえる蓄電池の技術革新、産業競争力
の向上にも必須（⇒GX）  

異次元エネルギーショックに対応するには
EV普及によるエネルギーとモビリティーのセクターカップリングの促進が必要

エネルギーとモビリティー

そもそも日本は、ハイブリッド車（HEV）のみならず電気自動車（EV）でも大国であったはず

・リチウムイオン電池の開発でノーベル化学賞を受賞（2019年、吉野彰博士）
・世界初の量産型電気自動車の販売を開始（2010年12月、リーフ）

・V2Gに対応する急速充電設備は日本が先駆けで高い実績を持っていた（CHAdeMO）
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